
(証券コード5610)
2021年３月12日

株 主 各 位
広島市安佐北区可部一丁目21番23号

代表取締役社長 田 中 宏 典
第137回定時株主総会招集ご通知

拝啓　平素は格別のご高配を賜り厚くお礼申しあげます。
　さて、当社第137回定時株主総会を下記のとおり開催いたしますので、ご通知申しあげます。
　なお、当日ご出席願えない場合は、お手数ながら後記の「議決権の代理行使の勧誘に関する参考書
類」をご検討くださいまして、同封の委任状用紙に議案に対する賛否をご表示いただき、ご押印のう
え、ご返送くださいますようお願い申しあげます。

敬　具
記

１．日 時 2021年３月30日（火曜日）午前10時
２．場 所 広島市安佐北区可部一丁目21番23号

当社集会室
（末尾の株主総会会場ご案内図をご参照ください。）

３．目的事項
報告事項 第137期（2020年１月１日から2020年12月31日まで）事業報告の内容及び計算

書類の内容報告の件
決議事項

第１号議案 取締役６名選任の件
第２号議案 監査役１名選任の件
第３号議案 退任監査役に対し退職慰労金贈呈の件

議案の概要は、後記の「議決権の代理行使の勧誘に関する参考書類」
(30頁から34頁まで）に記載のとおりであります。

以　上
（お　願　い）

　当日ご出席の際は、お手数ながら同封の委任状用紙を会場受付にご提出くださいますようお願い申しあげます。
事 業 報 告 及 び 計 算 書 類 に 修 正 す べ き 事 項 が 生 じ た 場 合 は 、 当 社 ホ ー ム ペ ー ジ （ ア ド レ ス

https://www.daiwajuko.co.jp）に修正後の事項を掲載させていただきます。
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（添付書類）
事　 業　 報　 告

（2020年１月１日から2020年12月31日まで）
１．会社の現況

⑴　当事業年度の事業の状況
①　事業の経過及び成果

当事業年度においては、米中貿易摩擦や新型コロナウイルスの世界的な感染拡大が、わが国経
済に深刻な影響を及ぼしました。

このような状況のもと、当社においても営業活動が制限される中で、大型鋳物技術を活かせる
分野への営業展開、新設やリニューアルする宿泊施設に対する「鋳物ホーロー浴槽」の営業を強
化してまいりました。また、収益改善を図るため、原価の低減、諸経費の見直しや削減等にも取
組みました。

この結果、当事業年度の業績は、売上高は31億79百万円（前年同期比26.1％減）、営業損失
は２億94百万円（前年同期は営業損失23百万円）、経常損失は１億84百万円（前年同期は経常
利益84百万円）、当期純損失は３億60百万円（前年同期は当期純利益93百万円）となりました。

事業別の概況は以下のとおりであります。

（産業機械関連事業）
日本工作機械工業会による2020年の受注実績は、米中貿易摩擦の長期化や新型コロナウイ

ルス感染拡大の収束見通しが立っていないことなどが影響し、受注額が90百億円と前年比
26.7％減と大幅に減少しております。

当社の工作機械分野におきましても、当社が得意とする大型鋳物部品需要が減少し、受注高
は６億17百万円と前年同期比24.9％の減少となりました。

ディーゼルエンジン部品の分野は、受注高は１億58百万円と前年同期比60.6％の減少とな
りました。

産業機械部品の分野は、当社の強みである製造から据え付けまでの一貫生産体制を敷くこと
で、取引先の様々なニーズにお応えし評価をいただいている定盤について、新型コロナウイル
スの感染拡大による営業活動の制限などから、受注高は81百万円と前年同期比85.0％の減少
となりました。
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この結果、当事業の受注高は10億71百万円（前年同期比51.1％減）、売上高は15億79百万
円（前年同期比37.4％減）となりました。

（住宅機器関連事業）
住宅機器関連では、2020年の新設住宅着工戸数が前年対比で減少しており、中長期的にも

着工戸数の減少が見込まれております。こうした環境のもと、一般住宅向け「鋳物ホーロー浴
槽」の販売が低迷する中で、宿泊施設の新設や改修に対する営業強化に努めました。

この結果、当事業の売上高は15億99百万円（前年同期比10.2％減）となりました。

②　設備投資の状況
当事業年度において実施した設備投資の総額は78百万円であり、その主なものは次のとおり

であります。
吉田工場 Ｖ１造型ライン真空ポンプ更新 14百万円

③　資金調達の状況
当事業年度は増資、社債発行による資金調達はありません。
なお、運転資金として３億円、金融機関より借入金の調達を実施しました。
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⑵　直前３事業年度の財産及び損益の状況

区 分 第134期
(2017年12月期)

第135期
(2018年12月期)

第136期
(2019年12月期)

第137期
(当事業年度)
(2020年12月期)

売 上 高(千円) 4,132,459 4,048,312 4,304,705 3,179,206

経 常 利 益 又 は
経 常 損 失 ( △ )(千円) 24,353 △71,153 84,946 △184,578

当 期 純 利 益 又 は
当 期 純 損 失 ( △ )(千円) 5,592 △62,466 93,312 △360,667

１株当たり当期純利益
又は当期純損失(△) (円) 4.13 △46.11 68.89 △267.78

総 資 産(千円) 6,771,705 6,424,602 6,450,335 5,735,925

純 資 産(千円) 3,414,798 3,031,532 3,171,148 2,669,247

１株当たり純資産額 (円) 2,520.71 2,237.94 2,341.15 2,027.49

（注）当社は、2018年７月１日付で普通株式10株につき１株の割合で株式併合を行っております。第134期の
期首に当該株式併合が行われたと仮定し、１株当たり純資産額、１株当たり当期純利益又は当期純損失
（△）を算定しております。

⑶　対処すべき課題
　当社は、「顧客第一主義」を基本に長年培ってきた技術に裏打ちされた製品をユーザーに提供
していくこと、即ち、徹底的に品質にこだわり、お客様に支持される製品を提供することで、事
業環境に左右されにくい安定的な収益の確保が図れる強固な企業体質を構築していくことを目指
しております。具体的には次のような施策に取組んでおります。

①　生産管理の徹底、強化
　顧客のニーズに的確に対応できる営業活動の推進及び製品競争力の強化のため、各工場に
おいて小集団活動に継続的に取組み、生産性向上によるリードタイム短縮や徹底したコスト
削減を図っております。
　本社工場では、当社の得意とする大型鋳物部品の主力受注先である工作機械やディーゼル
エンジン分野に加え、その他産業機械関連分野からの要請にも柔軟に対応できる体制を整え
ております。
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②　製品の販売増大及び販売体制の強化
　産業機械関連事業においては、当社の強みである一貫生産体制を活かした高付加価値製品
である定盤の拡販を重点施策として取組んでおります。
　住宅機器関連事業においては、高付加価値の自社製品である鋳物ホーロー浴槽やこだわり
の風呂であるやまと風呂（五右衛門風呂・羽釜風呂・陶器風呂・木風呂）の拡販を重点施策
として掲げております。さらに近年では、介護施設用のオーダーユニットバスへの取組みも
積極的に行っております。
　また、鋳物ホーロー浴槽の新機種の開発にも積極的に取組んでおります。
　販売体制面では、ＯＥＭ先・新規ルートの開拓等、幅広い展開を行うとともに、首都圏及
び西日本の営業強化を図っております。

③　人材の育成
　これまで培ってきた技能の伝承はもとより、さらに高度化させ、「ダイワブランド」とし
て顧客から厚い信頼を寄せられる高い品質の製品を供給する企業として、人材の育成に取組
み現場力の向上を図ってまいります。このため、日本鋳造協会主催の鋳造カレッジに計画的
に人員を派遣し、中核人材の育成に向けた取組みを強化しております。

④　新型コロナウイルス感染症への対応
　当社は、新型コロナウイルス感染症に関する情報収集及び同感染症の感染拡大に伴う影響
を最小限に止めるための対応を迅速に行っております。
　また、同時に従業員及びお客様をはじめとするステークホルダーの皆様の安全確保を最優
先に考えており、感染が拡大している地域に勤務する従業員においては在宅勤務体制に移行
し、Ｗｅｂ会議やＷｅｂ営業を実施するなどの取組みを行っております。
　出勤部署においてもマスクの着用や衛生関連品の利用を徹底するなど、同感染症防止のた
めの対策を講じております。
　新型コロナウイルス感染症の収束には相当な時間を要すると思われることから、今後にお
きましても、同感染症の感染拡大に伴う経済活動への影響を注視するとともに、想定外のリ
スクや不測の事態を想定し、経営環境の変化に臨機応変に対応できる体制の構築を図ってま
いります。
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⑷　主要な事業区分（2020年12月31日現在）
事 業 区 分 主 要 製 品

産 業 機 械 関 連
工作機械周辺機器及び機械鋳物部品、
ディーゼルエンジン鋳物部品、機械加工

住 宅 機 器 関 連
鋳物ホーロー浴槽、ユニットバス、マンホール鉄ふた、
景観製品、化成品、木製建具、その他日用品鋳物

⑸　主要な営業所及び工場（2020年12月31日現在）
名 称 所 在 地 名 称 所 在 地

本 社 広 島 市 安 佐 北 区 福 岡 営 業 所 福 岡 市 博 多 区

東 京 営 業 所 東 京 都 文 京 区 本 社 工 場 広 島 市 安 佐 北 区

大 阪 営 業 所 大 阪 市 淀 川 区 吉 田 工 場 広 島 県 安 芸 高 田 市

広 島 営 業 所 広 島 市 安 佐 北 区

⑹　使用人の状況（2020年12月31日現在）
使 用 人 数 前 事 業 年 度 末 比 増 減 平 均 年 齢 平 均 勤 続 年 数

177（13）名 △6（△3）名 41.03歳 19.04年

（注）使用人数は就業員数であり、パート及び嘱託社員は（　）内に年間の平均人員を外数で記載しておりま
す。

⑺　主要な借入先の状況（2020年12月31日現在）
借 入 先 借 入 額

株 式 会 社 広 島 銀 行 608百万円

株 式 会 社 も み じ 銀 行 460百万円

－ 6 －

主要な事業区分、主要な営業所及び工場、使用人の状況、主要な借入先の状況



事
業
報
告

計
算
書
類

監
査
報
告

参
考
書
類

２．株式の状況（2020年12月31日現在）
①　発行可能株式総数 4,000,000株
②　発行済株式の総数 1,358,000株
③　株主数 1,017名
④　大株主（上位10名）

株　　　　　　　主　　　　　　名 持 株 数 （ 株 ） 持 株 比 率 （ ％ ）

広 島 運 輸 株 式 会 社 241,200 18.32

有 限 会 社 テ ィ ー ワ ン 85,504 6.49

田 中 宏 典 80,420 6.10

オ ー ク マ 株 式 会 社 65,000 4.93

株 式 会 社 広 島 銀 行 64,900 4.92

広 島 ガ ス 株 式 会 社 62,500 4.74

株 式 会 社 も み じ 銀 行 62,000 4.70

タ カ ラ ス タ ン ダ ー ド 株 式 会 社 60,000 4.55

広 島 信 用 金 庫 36,400 2.76

田 中 節 子 32,000 2.43
（注）１．当社は、自己株式を41,474株保有しておりますが、上記大株主からは除外しております。

２．持株比率は自己株式を控除して計算しております。

３．新株予約権等の状況
　該当事項はありません。
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４．会社役員の状況
①　取締役及び監査役の状況（2020年12月31日現在）
会 社 に お け る 地 位 氏 名 担 当 及 び 重 要 な 兼 職 の 状 況

代 表 取 締 役 会 長 田 中 保 昭 広島運輸株式会社　代表取締役社長
株式会社バスストップ　代表取締役社長

代 表 取 締 役 社 長 田 中 宏 典 広島運輸株式会社　取締役
株式会社バスストップ　取締役

常 務 取 締 役 大 津 雅 明 企画管理本部長兼資材部長

取 締 役 若 宮 千 秋 営業統括本部担当
株式会社バスストップ　取締役

取 締 役 間 柴 　 進 製造統括本部長兼本社工場長兼吉田工場長
取 締 役 田 中 俊 治 三和工業株式会社　顧問
常 勤 監 査 役 髙 田 　 命 株式会社バスストップ　監査役
監 査 役 加 藤 　 寬 上八丁堀法律事務所　所長
監 査 役 藤 本 克 彦 広島運輸株式会社　取締役

（注）１．取締役田中俊治氏は、社外取締役であります。
２．監査役加藤　寬氏及び監査役藤本克彦氏は、社外監査役であります。
３．当社は、取締役田中俊治氏並びに監査役加藤　寬氏を東京証券取引所の定めに基づく独立役員として

届け出ております。

②　取締役及び監査役の報酬等
イ．当事業年度に係る報酬等の総額

区 分 員 数 報 酬 等 の 額
取 締 役
（ う ち 社 外 取 締 役 ）

6名
（1）

77,228千円
（2,886）

監 査 役
（ う ち 社 外 監 査 役 ）

4
（2）

14,262
（7,100）

合 計
（ う ち 社 外 役 員 ）

10
（3）

91,490
（9,986）

（注）１．上記には、2020年３月27日開催の第136回定時株主総会終結の時をもって退任した監査役１名を含
んでおります。
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２．取締役の報酬等の額には、使用人兼務取締役の使用人分給与は含まれておりません。
３．取締役の報酬限度額は、2006年３月30日開催の第122回定時株主総会において月額15,000千円以

内（ただし、使用人分給与は含まない。）と決議いただいております。
４．監査役の報酬限度額は、2006年３月30日開催の第122回定時株主総会において月額5,000千円以内

と決議いただいております。
５．上記の報酬等の額には、当事業年度における役員退職慰労引当金の繰入額4,650千円（取締役６名分

4,200千円（うち社外取締役１名分500千円）、監査役４名分450千円（うち社外監査役２名分300
千円））が含まれております。

ロ．当事業年度に支払った役員退職慰労金
　2020年３月27日開催の第136回定時株主総会決議に基づき、同総会終結の時をもって退
任した監査役に支払った役員退職慰労金は以下のとおりであります。

監査役１名に対し1,350千円
（金額には、８頁４. ② イ. 及び過年度の事業報告において取締役及び監査役の報酬等の

総額に含めた役員退職慰労引当金繰入額として、監査役１名1,200千円が含まれてお
ります。）

③　社外役員に関する事項
イ．他の法人等の重要な兼職の状況及び当社と当該他の法人等との関係

・取締役田中俊治氏は、三和工業株式会社　顧問を兼務しております。
　なお、当社は同社と特別の関係はありません。
・監査役加藤　寬氏は、上八丁堀法律事務所　所長を兼務しております。
　なお、当社は同法律事務所と特別の関係はありません。
・監査役藤本克彦氏は、広島運輸株式会社　取締役を兼務しております。
　なお、当社は同社と重要な資本的関係及び取引関係等特別の関係はありません。
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ロ．当事業年度における主な活動状況
区 分 氏 名 出 席 状 況 及 び 発 言 状 況

取 締 役 田 中 俊 治

　当事業年度に開催された取締役会18回の全てに出席し、工業
製品デザイン・建築デザインの専門的な知見に基づき、また上
場企業における業務執行者としての豊富な経験から、助言・提
言を適宜行っております。

監 査 役 加 藤 　 寬
　当事業年度に開催された取締役会18回の全てに出席し、また
当事業年度に開催された監査役会15回の全てに出席し、弁護士
としての専門的見地から、助言・提言を適宜行っております。

監 査 役 藤 本 克 彦

　当事業年度に開催された取締役会18回の全てに出席し、また
当事業年度に開催された監査役会15回の全てに出席し、会社業
務における豊富な経験と高い見識に基づき、助言・提言を適宜
行っております。

（注）当社は、定款第29条において社外取締役と、定款第40条において社外監査役との間で、責任限定契約を
締結することができる旨を定めておりますが、当事業年度末において、社外取締役、社外監査役との間で、
当該契約を締結しておりません。
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５．会計監査人の状況
①　名称　晄和監査法人

（注）従来から当社が監査証明を受けている西日本監査法人は、2020年９月１日に日比谷監査法人と合
併し、晄和監査法人と名称を変更しております。

②　報酬等の額
報 酬 等 の 額

・当事業年度に係る会計監査人の報酬等の額 14,000千円

・会社が会計監査人に支払うべき金銭その他の財産上の利益の合計額 14,000千円

（注）１．当社と会計監査人との間の監査契約において、会社法に基づく監査と金融商品取引法に基づく監査の
監査報酬等の額を明確に区分しておらず、実質的にも区分できませんので、当事業年度に係る報酬等
の額にはこれらの合計額を記載しております。

２．監査役会は、会計監査人の監査計画の内容、会計監査の職務遂行状況及び報酬見積りの算出根拠など
が適切であるかどうかについて必要な検証を行ったうえで、会計監査人の報酬等の額について同意の
判断をいたしました。

③　非監査業務の内容
　該当事項はありません。

④　会計監査人の解任または不再任の決定の方針
　監査役会は、会計監査人の職務の執行に支障がある場合等、その必要があると判断した場合
は株主総会に提出する会計監査人の解任または不再任に関する議案の内容を決定いたします。
　また、監査役会は、会計監査人が会社法第340条第１項各号に定める項目に該当すると認め
られる場合は、監査役全員の同意に基づき、会計監査人を解任いたします。この場合、監査役
会が選定した監査役は、解任後最初に招集される株主総会において、会計監査人を解任した旨
と解任理由を報告いたします。
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６．業務の適正を確保するための体制及び当該体制の運用状況
⑴　取締役及び使用人の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制

①　当社は全体を統括する組織として「コンプライアンス委員会」を設置し、全役職員に「コン
プライアンス規程」「行動規範」を浸透させるための啓蒙・教育・監督を行う。

②　取締役及び使用人の行為に法令、定款、社内規程等に違反する行為がある場合、または、そ
の恐れがある場合、その旨を会社に通報できる窓口として「コンプライアンス委員会事務局」
を設け、違反行為の早期発見と防止につなげる。

⑵　取締役の職務の執行に係る情報の保存及び管理に関する体制
　当社は「文書記録管理規程」等の社内規程に基づき、取締役の職務執行に係る情報及び各種
会議体の議事録を作成し適切な保存及び管理を行う。取締役及び監査役はこれらの保存文書を
常時閲覧できる体制をとる。

⑶　損失の危険の管理に関する規程その他の体制
①　「リスク管理規程」に則り、全社的に影響を及ぼす可能性のあるリスク管理は管理部が行い、

各部門の所管業務に付随するリスクに関する管理は当該部門が行う。
②　万一、緊急事態が発生した場合は、社長を委員長とする「リスク管理委員会」を招集し、迅

速な対応を行うことにより損失を最小限に止めるものとする。

⑷　取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制
①　取締役会は原則毎月１回開催しているほか、必要に応じ随時開催もしている。

毎月開催の経営会議により事前審議を実施し、重要事項に関する意思決定を迅速、的確に行
うとともに、取締役の職務の執行が効率的に行われる体制とする。

②　取締役及び幹部社員が出席する全部門長会議を毎月開催し、経営計画に対する遂行状況をレ
ビューする。

⑸　当社及び子会社から成る企業集団における業務の適正を確保するための体制
①　当社は子会社１社を有し、「経営理念」「行動規範」は子会社にも適用されるものであり子

会社へも浸透させるための啓蒙・教育・監督を行う。
②　子会社の業務の適正を確保するため、子会社の業務執行は当社取締役会に報告させ、重要事

項の決定は当社の取締役会が行う。
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③　当社の「リスク管理規程」に基づき、子会社はリスク発生の防止、発見等に努める。
子会社は、損失の危険を把握した場合には、速やかに当社の「リスク管理委員会」に報告を
行う。

④　子会社の業務の適正を確保するために、当社監査役及び内部監査室による監査を定期的に行
う。

⑤　当社の「コンプライアンス規程」に基づき子会社は、コンプライアンスの推進及び徹底を行
う。

⑹　監査役がその職務を補助すべき使用人を置くことを求めた場合における当該使用人に関する事
項及びその使用人の取締役からの独立性に関する事項並びに当該使用人に対する指示の実効性
の確保に関する事項

①　内部監査室が監査役の職務を補助する。なお、監査役がその職務を補助すべき使用人を求め
た場合、監査役の要望を尊重し、専任の使用人を置く。

②　当該使用人の評価・人事異動は監査役会の同意のうえで行うものとし、取締役からの独立性
を確保する体制を整える。

③　当該使用人は、監査役から命じられた職務に関しては、取締役及び当該使用人の属する組織
等の者の指揮命令は受けないものとする。

⑺　取締役及び使用人が監査役に報告をするための体制その他の監査役への報告に関する体制及び
当該報告をした者が当該報告をしたことを理由として不利な取扱いを受けないことを確保する
ための体制

①　監査役は重要な意思決定の過程及び業務の執行の状況を把握するため、取締役会及び経営会
議等の重要な会議に出席するとともに、必要に応じて稟議書等の業務執行に関する重要な文
書を閲覧し、取締役及び使用人にその説明を求める。

②　事情により監査役が会議に欠席した場合には、欠席した監査役に議事録を提出するものとす
る。

③　監査役会は社長、会計監査人とそれぞれ定期的に意見交換を行うこととしている。
④　適正な目的に基づき監査役に報告した当社の取締役及び使用人は、同報告を理由として不当

な取扱いを受けない。
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⑻　監査役の職務の執行について生ずる費用の前払または償還の手続その他の当該職務の執行につ
いて生ずる費用または債務の処理に係る方針に関する事項
　監査役が、その職務の執行について生ずる費用または償還の請求をしたときは、当該監査役
の職務の執行に必要でないと認められる場合を除き、速やかに当該費用または債務を処理する。

⑼　その他の監査役の監査が実効的に行われることを確保するための体制
①　取締役は、監査役と代表取締役との定期的な意見交換会を開催し、適切な意思疎通及び効果

的な監査業務の遂行を図れる体制を整備する。
②　取締役及び使用人は、監査役監査に対する理解を深め、監査役のヒアリング等の要請に協力

し、監査役監査の実効性を確保する。
③　取締役は、監査役の求めがあるときは、監査役が職務執行上、弁護士・公認会計士・税理士

などの外部専門家との連携を図れる環境を整備する。

⑽　当該体制の運用状況の概要
　当社は、上記業務の適正を確保するための体制の整備とその適切な運用に努めております。
取締役会においては、経営上の様々なリスクの対応策について検討を行い、必要に応じて社内
の諸規程及び業務の見直しを実施しており、内部統制システムの実効性を向上させています。
　一方、常勤監査役は、取締役会及び経営会議等の重要な会議に出席するとともに、取締役及
び使用人から業務の執行について聴取することで、業務執行の状況やコンプライアンスに関す
るリスクを監視できる体制を整備しています。
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貸　借　対　照　表 （2020年12月31日現在） （単位：千円）
科 目 金 額 科 目 金 額

（ 資 　  産 　  の 　  部 ） （ 負 　  債 　  の 　  部 ）
流 動 資 産

現 金 及 び 預 金
受 取 手 形
電 子 記 録 債 権
売 掛 金
商 品 及 び 製 品
仕 掛 品
原 材 料 及 び 貯 蔵 品
前 払 費 用
未 収 収 益
未 収 入 金
そ の 他

固 定 資 産
有 形 固 定 資 産

建 物
構 築 物
機 械 及 び 装 置
車 両 及 び 運 搬 具
工 具 ・ 器 具 及 び 備 品
土 地
建 設 仮 勘 定

無 形 固 定 資 産
ソ フ ト ウ ェ ア
電 話 加 入 権

投 資 そ の 他 の 資 産
投 資 有 価 証 券
関 係 会 社 株 式
投 資 不 動 産
そ の 他
貸 倒 引 当 金

2,937,447
1,217,771

157,379
310,209
560,384
347,756
36,734

197,775
784

2
106,575

2,073
2,798,477
1,235,259

499,720
59,218

267,935
4,557

36,265
345,427
22,133
7,785
6,541
1,243

1,555,432
1,327,393

7,500
151,306
74,382

△5,150

流 動 負 債 2,265,390
支 払 手 形 294,747
買 掛 金 142,800
短 期 借 入 金 1,600,000
１年内返済の長期借入金 53,900
未 払 金 48,560
未 払 費 用 19,808
未 払 法 人 税 等 811
前 受 金 1,797
前 受 収 益 2,858
預 り 金 14,912
賞 与 引 当 金 6,000
設 備 関 係 支 払 手 形 27,693
そ の 他 51,499

固 定 負 債 801,287
長 期 借 入 金 2,260
繰 延 税 金 負 債 159,168
退 職 給 付 引 当 金 497,102
役 員 退 職 慰 労 引 当 金 67,587
資 産 除 去 債 務 19,053
そ の 他 56,115

負 債 合 計 3,066,678
（ 純 　 資 　 産 　 の 　 部 ）
株 主 資 本 2,272,290

資 本 金 651,000
資 本 剰 余 金 154,373
資 本 準 備 金 154,373

利 益 剰 余 金 1,501,647
利 益 準 備 金 126,000
そ の 他 利 益 剰 余 金 1,375,647
別 途 積 立 金 1,610,000
繰 越 利 益 剰 余 金 △234,352

自 己 株 式 △34,730
評 価 ・ 換 算 差 額 等 396,956

その他有価証券評価差額金 396,956
純 資 産 合 計 2,669,247

資 産 合 計 5,735,925 負 債 ・ 純 資 産 合 計 5,735,925
（注）記載金額は千円未満を切捨てて表示をしております。
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損　益　計　算　書 (2020年 1 月 1 日から
2020年12月31日まで) （単位：千円）

科 目 金 額

売 上 高 3,179,206

売 上 原 価 2,812,608

売 上 総 利 益 366,597

販 売 費 及 び 一 般 管 理 費 661,215

営 業 損 失 294,618

営 業 外 収 益

受 取 利 息 及 び 配 当 金 36,371

そ の 他 105,967 142,338

営 業 外 費 用

支 払 利 息 12,426

そ の 他 19,872 32,299

経 常 損 失 184,578

特 別 利 益

災 害 に よ る 保 険 金 収 入 3,148 3,148

特 別 損 失

固 定 資 産 処 分 損 2

投 資 有 価 証 券 評 価 損 19,377 19,379

税 引 前 当 期 純 損 失 200,809

法 人 税 ・ 住 民 税 及 び 事 業 税 2,135

法 人 税 等 調 整 額 157,722

当 期 純 損 失 360,667

（注）記載金額は千円未満を切捨てて表示をしております。
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株主資本等変動計算書 (2020年 1 月 1 日から
2020年12月31日まで) （単位：千円）

株 主 資 本

資 本 金

資 本 剰 余 金 利 益 剰 余 金

資本準備金 資本剰余金合計 利益準備金
その他利益剰余金

利益剰余金合計
別途積立金 繰越利益剰余金

2020年１月１日　期首残高 651,000 154,373 154,373 126,000 1,610,000 133,087 1,869,087

事 業 年 度 中 の 変 動 額

剰 余 金 の 配 当 △6,772 △6,772

当 期 純 損 失 （ △ ） △360,667 △360,667

自 己 株 式 の 取 得

株 主 資 本 以 外 の
項 目 の 事 業 年 度 中 の
変 動 額 （ 純 額 ）

事業年度中の変動額合計 － － － － － △367,439 △367,439

2020年12月31日　期末残高 651,000 154,373 154,373 126,000 1,610,000 △234,352 1,501,647

株 主 資 本 評 価 ・ 換 算 差 額 等
純 資 産 合 計

自 己 株 式 株 主 資 本 合 計 その他有価証券評価差額金 評価・換算差額等合計

2020年１月１日　期首残高 △5,927 2,668,533 502,614 502,614 3,171,148

事 業 年 度 中 の 変 動 額

剰 余 金 の 配 当 △6,772 △6,772

当 期 純 損 失 （ △ ） △360,667 △360,667

自 己 株 式 の 取 得 △28,803 △28,803 △28,803

株 主 資 本 以 外 の
項 目 の 事 業 年 度 中 の
変 動 額 （ 純 額 ）

△105,657 △105,657 △105,657

事業年度中の変動額合計 △28,803 △396,243 △105,657 △105,657 △501,900

2020年12月31日　期末残高 △34,730 2,272,290 396,956 396,956 2,669,247

（注）記載金額は千円未満を切捨てて表示をしております。
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個 別 注 記 表
１．重要な会計方針に係る事項

⑴　資産の評価基準及び評価方法
①　関係会社株式　　　　　　　　　総平均法による原価法
②　その他有価証券

・時価のあるもの　　　　　　　　事業年度の末日の前１ヵ月の市場価格の平均に基づく時価法（評価差
額は、全部純資産直入法により処理し、売却原価は移動平均法により
算定）

・時価のないもの　　　　　　　　総平均法による原価法
③　たな卸資産の評価基準及び評価方法

・商品・製品・仕掛品　　　　　　総平均法による原価法（貸借対照表価額は収益性の低下に基づく簿価
切下げの方法により算定）

・原材料　　　　　　　　　　　　移動平均法による原価法（貸借対照表価額は収益性の低下に基づく簿
価切下げの方法により算定）

・貯蔵品　　　　　　　　　　　　最終仕入原価法による原価法（貸借対照表価額は収益性の低下に基づ
く簿価切下げの方法により算定）

⑵　固定資産の減価償却の方法
①　有形固定資産　　　　　　　　　定率法によっております。

 

（投資不動産を含む）　　　　　ただし、1998年４月１日以降取得した建物（建物附属設備は除く）
並びに2016年４月１日以降に取得した建物附属設備及び構築物につ
いては、定額法によっております。
また、取得価額10万円以上20万円未満の少額減価償却資産について
は、３年間均等償却をしております。
なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。

建物 ３ ～65年
機械及び装置 ９ 年

②　無形固定資産
・自社利用のソフトウェア　　　　社内における利用可能期間（５年）に基づく定額法によっております。

⑶　引当金の計上基準
①　貸倒引当金　　　　　　　　　　債権の貸倒による損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率

により、貸倒懸念債権等特定の債権については個別に回収可能性を検
討し、回収不能見込額を計上しております。
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②　賞与引当金　　　　　　　　　　従業員の賞与の支給に備えるため、翌事業年度の支給見込額のうち、
当事業年度対応額を見積って計上しております。

③　退職給付引当金　　　　　　　　従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債務
及び年金資産の見込額に基づき、当事業年度末において発生している
と認められる額を計上しております。
数理計算上の差異については、その発生時の従業員の平均残存勤務期
間内の一定の年数（14年）による定額法により翌事業年度から費用処
理することとしております。

④　役員退職慰労引当金　　　　　　役員の退職慰労金の支給に備えるため、内規に基づく期末要支給額を
計上しております。

⑷　その他計算書類作成のための基本となる事項
消費税等の会計処理　　　　　　　消費税及び地方消費税の会計処理は税抜方式によっております。

２．貸借対照表に関する注記
⑴　担保に供している資産及び担保に係る債務

①　担保に供している資産
（工場財団）

建物 419,991千円
機械及び装置 267,935千円
土地 11,864千円

計 699,791千円
（その他）

建物 32,471千円
土地 12,564千円
投資不動産 98,442千円

計 143,478千円
②　担保に係る債務

長期借入金（１年内返済の長期借入金を含む） 38,000千円
短期借入金 1,400,000千円

計 1,438,000千円
⑵　有形固定資産の減価償却累計額 7,348,253千円

投資不動産の減価償却累計額 122,384千円
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⑶　関係会社に対する金銭債務
短期金銭債務 388千円

⑷　その他の注記
　当期末日満期手形及び電子記録債権の会計処理については、手形交換日をもって決済処理しております。
したがって、当期末日は金融機関の休業日に該当するため、期末日満期手形及び電子記録債権が次のとおり
含まれております。

受取手形 781千円
電子記録債権 837千円
支払手形 2,522千円

３．損益計算書に関する注記
⑴　関係会社との取引高

営業取引以外による取引高 499千円
⑵　通常の販売目的で保有するたな卸資産

収益性の低下による簿価切下げ額（売上原価） 18,281千円

４．株主資本等変動計算書に関する注記
⑴　発行済株式の総数に関する事項

株 式 の 種 類 当事業年度期首の株式数
（株）

当事業年度増加株式数
（株）

当事業年度減少株式数
（株）

当事業年度末の株式数
（株）

普 通 株 式 1,358,000 － － 1,358,000
⑵　自己株式の数に関する事項

株 式 の 種 類 当事業年度期首の株式数
（株）

当事業年度増加株式数
（株）

当事業年度減少株式数
（株）

当事業年度末の株式数
（株）

普 通 株 式 3,474 38,000 － 41,474
（注）自己株式の数の増加は、取締役会の決議に基づく自己株式の取得38,000株による増加分であります。
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⑶　剰余金の配当に関する事項
①　配当金支払額等

2020年３月27日開催の第136回定時株主総会において次のとおり決議しています。
・配当の原資 利益剰余金
・配当金の総額 6,772千円
・１株当たり配当額 5円
・基準日 2019年12月31日
・効力発生日 2020年 3 月30日

②　基準日が当事業年度に属する配当のうち、配当の効力発生が翌事業年度になるもの
該当事項はありません。

５．金融商品に関する注記
⑴　金融商品の状況に関する事項

①　金融商品に対する取組方針
　資金運用については、短期的な預金等に限定し、また、資金調達については設備投資計画に照らして、
必要な資金を主に銀行借入により調達しております。

②　金融商品の内容及び当該金融商品に係るリスク
　営業債権である受取手形、電子記録債権及び売掛金は、顧客の信用リスクに晒されております。投資有
価証券は、業務上の関係を有する企業の株式であり、市場価格の変動リスクに晒されております。
　営業債務である支払手形及び買掛金、また、未払金はそのほとんどが４ヵ月以内の支払期日であります。
借入金のうち短期借入金は運転資金に係る資金調達であり、長期借入金は主に設備投資に係る資金調達で
あります。

③　金融商品に係るリスク管理体制
イ）信用リスク（取引先の契約不履行等に係るリスク）の管理

営業債権については、販売管理規程に従い、管理部が主要な取引先の状況を定期的にモニタリング
し、取引相手ごとに期日及び残高を管理するとともに、財務状況の悪化等による回収懸念の早期把
握や軽減を図っております。

ロ）市場リスク（為替や金利等の変動リスク）の管理
投資有価証券については、定期的に時価や発行体（取引先企業）の財務状況等を把握し、市況や取
引先企業との関係を勘案して、保有状況を継続的に見直しております。

ハ）資金調達に係る流動性リスク（支払期日に支払を実行できなくなるリスク）の管理
当社は、各部署からの報告に基づき管理部が適時に資金繰計画を作成・更新するとともに、手許流
動性を売上高の２ヵ月分相当に維持することなどにより、流動性リスクを管理しております。
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⑵　金融商品の時価等に関する事項
　2020年12月31日における貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については次のとおりであります。
なお、時価を把握することが極めて困難と認められるものは、次表には含めておりません（（注）２を参照
ください）。

(単位：千円)

貸借対照表計上額 時　価 差　額

⑴　現金及び預金 1,217,771 1,217,771 －

⑵　受取手形 157,379 157,379 －

⑶　電子記録債権 310,209 310,209 －

⑷　売掛金 560,384 560,384 －

⑸　未収入金 106,575 106,575 －

⑹　投資有価証券 1,326,265 1,326,265 －

資産計 3,678,586 3,678,586 －

⑴　支払手形 294,747 294,747 －

⑵　買掛金 142,800 142,800 －

⑶　短期借入金 1,600,000 1,600,000 －

⑷　未払金 48,560 48,560 －

⑸　未払法人税等 811 811 －

⑹　設備関係支払手形 27,693 27,693 －

⑺　長期借入金 ※ 56,160 56,141 △18
負債計 2,170,774 2,170,755 △18

（※）１年内返済の長期借入金を含めております。
（注）１．金融商品の時価の算定方法並びに有価証券に関する事項

資産
⑴　現金及び預金、⑵　受取手形、⑶　電子記録債権、⑷　売掛金、⑸　未収入金

　これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額と近似していることから、当該帳簿価額によって
おります。

⑹　投資有価証券
　これらの時価について、株式等は取引所の価格によっております。
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負債
⑴　支払手形、⑵　買掛金、⑶　短期借入金、⑷　未払金、⑸　未払法人税等、⑹　設備関係支払手形

　これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額と近似していることから、当該帳簿価額によって
おります。

⑺　長期借入金
　これらの時価は、元利金の合計額を、同様の新規借入を行った場合に想定される利率で割り引いた現
在価値により算定しております。

２．時価を把握することが極めて困難と認められる金融商品
区　　　　分 貸借対照表計上額（千円）
非上場株式 1,128

関係会社株式 7,500
出資金（投資その他の資産のその他に含む） 102

　これらについては、市場価格がなく、時価を把握することが極めて困難と認められることから、「⑹　投資有
価証券」には含めておりません。

６．賃貸等不動産に関する注記
⑴　賃貸等不動産の状況に関する事項

　当社では、広島県内において賃貸収益を得ることを目的として、土地や建物を所有しております。2020
年12月期における当該賃貸等不動産に係る賃貸損益は、80,384千円（賃貸収益は営業外収益に、賃貸費用
は営業外費用に計上）であります。

⑵　賃貸等不動産の時価に関する事項
　当該賃貸等不動産の貸借対照表計上額、当事業年度増減額及び時価は、次のとおりであります。

(単位：千円)
貸借対照表計上額

当事業年度末の時価
当事業年度期首残高 当事業年度増減額 当事業年度末残高

157,015 △5,708 151,306 1,114,501
（注）１．貸借対照表計上額は取得原価から減価償却累計額を控除した金額であります。

２．当事業年度増減額は減価償却費による減少額であります。
３．当事業年度末の時価は、主要な物件については社外の不動産鑑定士による不動産鑑定評価に基づく金

額を適切に市場価額を反映させていると考えられる指標を用いて時点補正した金額によっております。
その他の物件については、一定の評価額や適切に市場価額を反映していると考えられる指標に基づく
価額等を時価としております。

４．上記の貸借対照表計上額には、構築物・器具及び備品は含まれておりません。
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７．退職給付引当金に関する注記
⑴　採用している退職給付制度の概要

　退職金制度の30％相当額について、確定給付企業年金制度を採用し、残額については退職一時金を充当し
ております。

⑵　退職給付債務に関する事項
①　退職給付債務 △756,606千円
②　年金資産 193,327千円
③　未積立退職給付債務（①＋②） △563,278千円
④　未認識数理計算上の差異 66,176千円
⑤　未認識過去勤務費用 －千円
⑥　貸借対照表計上額純額（③＋④＋⑤） △497,102千円
⑦　前払年金費用 －千円
⑧　退職給付引当金（⑥－⑦） △497,102千円

⑶　退職給付費用に関する事項
①　勤務費用 37,534千円
②　利息費用 7,438千円
③　期待運用収益 △1,918千円
④　数理計算上の差異の費用処理額 7,506千円
⑤　過去勤務費用の費用処理額 －千円
⑥　退職給付費用（①＋②＋③＋④＋⑤） 50,560千円

⑷　退職給付債務等の計算の基礎に関する事項
①　退職給付見込額の期間配分方法 期間定額基準
②　割引率 1.0％
③　期待運用収益率 1.0％
④　過去勤務費用の額の処理年数 －
⑤　数理計算上の差異の処理年数 14年（発生時における従業員の平均残存勤務期間内の一

定の年数による定額法により按分した額をそれぞれ発生
の翌事業年度から費用処理することとしております。）
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８．税効果会計に関する注記
繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳
（繰延税金資産）

退職給付引当金 151,417千円
役員退職慰労引当金 20,587千円
投資有価証券評価損 29,072千円
賞与引当金 1,827千円
繰越欠損金 55,901千円
その他 26,361千円
繰延税金資産小計 285,167千円
評価性引当金額 △285,167千円
繰延税金資産合計 －千円

（繰延税金負債）
その他有価証券評価差額金 △159,168千円
繰延税金負債合計 △159,168千円
繰延税金負債純額 △159,168千円

９．関連当事者との取引に関する注記
　取引金額の重要性が乏しいため、記載を省略しております。

10．１株当たり情報に関する注記
⑴　１株当たり純資産額 2,027円49銭
⑵　１株当たり当期純損失 267円78銭

11．重要な後発事象に関する注記
該当事項はありません。
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会計監査人の監査報告
独立監査人の監査報告書

2021年２月16日
大和重工株式会社

取締役会　御中
晄和監査法人

広島事務所
代 表 社 員
業務執行社員 公認会計士 栗 栖 正 紀 ㊞
業務執行社員 公認会計士 日 浦 祐 介 ㊞

監査意見
　当監査法人は、会社法第436条第２項第１号の規定に基づき、大和重工株式会社の2020年１月１日から
2020年12月31日までの第137期事業年度の計算書類、すなわち、貸借対照表、損益計算書、株主資本等変
動計算書及び個別注記表並びにその附属明細書（以下「計算書類等」という。）について監査を行った。
　当監査法人は、上記の計算書類等が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠
して、当該計算書類等に係る期間の財産及び損益の状況を、全ての重要な点において適正に表示しているも
のと認める。

監査意見の根拠
　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の
基準における当監査法人の責任は、「計算書類等の監査における監査人の責任」に記載されている。当監査
法人は、我が国における職業倫理に関する規定に従って、会社から独立しており、また、監査人としてのそ
の他の倫理上の責任を果たしている。当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手
したと判断している。

計算書類等に対する経営者並びに監査役及び監査役会の責任
　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して計算書類等を作
成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない計算書類等を作成し
適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。
　計算書類等を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき計算書類等を作成することが適切で
あるかどうかを評価し、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に基づいて継続企業に
関する事項を開示する必要がある場合には当該事項を開示する責任がある。
　監査役及び監査役会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視する
ことにある。

計算書類等の監査における監査人の責任
　監査人の責任は、監査人が実施した監査に基づいて、全体としての計算書類等に不正又は誤謬による重要
な虚偽表示がないかどうかについて合理的な保証を得て、監査報告書において独立の立場から計算書類等に
対する意見を表明することにある。虚偽表示は、不正又は誤謬により発生する可能性があり、個別に又は集
計すると、計算書類等の利用者の意思決定に影響を与えると合理的に見込まれる場合に、重要性があると判
断される。
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　監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に従って、監査の過程を通じて、職業
的専門家としての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。
・不正又は誤謬による重要な虚偽表示リスクを識別し、評価する。また、重要な虚偽表示リスクに対応した

監査手続を立案し、実施する。監査手続の選択及び適用は監査人の判断による。さらに、意見表明の基礎
となる十分かつ適切な監査証拠を入手する。

・計算書類等の監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、監査人は、
リスク評価の実施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、監査に関連する内部統制を
検討する。

・経営者が採用した会計方針及びその適用方法の適切性、並びに経営者によって行われた会計上の見積りの
合理性及び関連する注記事項の妥当性を評価する。

・経営者が継続企業を前提として計算書類等を作成することが適切であるかどうか、また、入手した監査証
拠に基づき、継続企業の前提に重要な疑義を生じさせるような事象又は状況に関して重要な不確実性が認
められるかどうか結論付ける。継続企業の前提に関する重要な不確実性が認められる場合は、監査報告書
において計算書類等の注記事項に注意を喚起すること、又は重要な不確実性に関する計算書類等の注記事
項が適切でない場合は、計算書類等に対して除外事項付意見を表明することが求められている。監査人の
結論は、監査報告書日までに入手した監査証拠に基づいているが、将来の事象や状況により、企業は継続
企業として存続できなくなる可能性がある。

・計算書類等の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠し
ているかどうかとともに、関連する注記事項を含めた計算書類等の表示、構成及び内容、並びに計算書類
等が基礎となる取引や会計事象を適正に表示しているかどうかを評価する。

　監査人は、監査役及び監査役会に対して、計画した監査の範囲とその実施時期、監査の実施過程で識別し
た内部統制の重要な不備を含む監査上の重要な発見事項、及び監査の基準で求められているその他の事項に
ついて報告を行う。
　監査人は、監査役及び監査役会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する規定を遵守
したこと、並びに監査人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び阻害要因を除去又は軽減
するためにセーフガードを講じている場合はその内容について報告を行う。

利害関係
　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以　上
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監査役会の監査報告
監　査　報　告　書

　当監査役会は、2020年１月１日から2020年12月31日までの第137期事業年度の取締役の職務の執行
に関して、各監査役が作成した監査報告書に基づき、審議の上、本監査報告書を作成し、以下のとおり報
告いたします。

１．監査役及び監査役会の監査の方法及びその内容
（１）監査役会は、監査の方針、職務の分担等を定め、各監査役から監査の実施状況及び結果について報

告を受けるほか、取締役等及び会計監査人からその職務の執行状況について報告を受け、必要に応
じて説明を求めました。

（２）各監査役は、監査役会が定めた監査役監査の基準に準拠し、監査の方針、職務の分担等に従い、取
締役、内部監査部門その他の使用人等と意思疎通を図り、情報の収集及び監査の環境の整備に努め
るとともに、以下の方法で監査を実施しました。

①　取締役会その他重要な会議に出席し、取締役及び使用人等からその職務の執行状況について報告を
受け、必要に応じて説明を求め、重要な決裁書類等を閲覧し、本社及び主要な事業所において業務
及び財産の状況を調査いたしました。また、子会社については、子会社の取締役及び監査役等と意
思疎通及び情報の交換を図り、必要に応じて子会社から事業の報告を受けました。

②　事業報告に記載されている取締役の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体
制その他株式会社及びその子会社から成る企業集団の業務の適正を確保するために必要なものとし
て会社法施行規則第100条第１項及び第３項に定める体制の整備に関する取締役会決議の内容及び
当該決議に基づき整備されている体制（内部統制システム）について、取締役及び使用人等からそ
の構築及び運用の状況について定期的に報告を受け、必要に応じて説明を求め、意見を表明いたし
ました。

③　会計監査人が独立の立場を保持し、かつ、適正な監査を実施しているかを監視及び検証するととも
に、会計監査人からその職務の執行状況について報告を受け、必要に応じて説明を求めました。ま
た、会計監査人から「職務の遂行が適正に行われることを確保するための体制」（会社計算規則第
131条各号に掲げる事項）を「監査に関する品質管理基準」（平成17年10月28日企業会計審議会）
等に従って整備している旨の通知を受け、必要に応じて説明を求めました。

　以上の方法に基づき、当該事業年度に係る事業報告及びその附属明細書、計算書類（貸借対照表、損
益計算書、株主資本等変動計算書及び個別注記表）及びその附属明細書について検討いたしました。
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２．監査の結果
（１）事業報告等の監査結果

①　事業報告及びその附属明細書は、法令及び定款に従い、会社の状況を正しく示しているものと認め
ます。

②　取締役の職務の執行に関する不正の行為又は法令若しくは定款に違反する重大な事実は認められま
せん。

③　内部統制システムに関する取締役会決議の内容は相当であると認めます。また、当該内部統制シス
テムに関する事業報告の記載内容及び取締役の職務の執行についても、指摘すべき事項は認められ
ません。

（２）計算書類及びその附属明細書の監査結果
　会計監査人晄和監査法人の監査の方法及び結果は相当であると認めます。

2021年２月18日
大 和 重 工 株 式 会 社 　 監 査 役 会

常 勤 監 査 役 髙 田 　 　 命 ㊞
社 外 監 査 役 加 藤 　 　 寬 ㊞
社 外 監 査 役 藤 本 　 克 彦 ㊞

以　上
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議決権の代理行使の勧誘に関する参考書類

１．議決権の代理行使の勧誘者
大 和 重 工 株 式 会 社

代表取締役社長 田 中 宏 典
２．議案及び参考事項

第１号議案　取締役６名選任の件
　本総会終結の時をもって取締役全員（６名）は任期満了となりますので、取締役６名の選任をお
願いするものであります。
　取締役候補者は、次のとおりであります。
氏 　 　 　 　 名
（ 生 年 月 日 ）

略 歴 、 当 社 に お け る 地 位 及 び 担 当
（ 重 要 な 兼 職 の 状 況 ）

所 有 す る 当 社
株 式 の 数

た

田
な か

中
や す

保
あ き

昭
(1945年５月16日生)

1968年 ４月 株式会社広島銀行入行

10,800 株

1974年 ７月 当社入社
1977年 ３月 取締役就任
1981年 ８月 住宅機器営業本部営業部長
1983年 ３月 代表取締役社長就任
1986年 ２月 住宅機器事業部長
2019年 ３月 代表取締役会長就任（現）

（重要な兼職の状況）
広島運輸株式会社　代表取締役社長
株式会社バスストップ　代表取締役社長

た

田
な か

中
ひ ろ

宏
の り

典
(1980年１月24日生)

2006年 ９月 株式会社シンコー入社

80,420 株

2009年 ４月 当社入社
経営企画部顧問

2011年 ３月 取締役就任
住宅機器統括本部長

2015年 ３月 専務取締役就任
2017年 ３月 取締役副社長就任
2019年 ３月 代表取締役社長就任（現）

（重要な兼職の状況）
広島運輸株式会社　取締役
株式会社バスストップ　取締役

－ 30 －

取締役選任議案



事
業
報
告

計
算
書
類

監
査
報
告

参
考
書
類

氏 　 　 　 　 名
（ 生 年 月 日 ）

略 歴 、 当 社 に お け る 地 位 及 び 担 当
（ 重 要 な 兼 職 の 状 況 ）

所 有 す る 当 社
株 式 の 数

お お

大
つ

津
ま さ

雅
あ き

明
(1973年10月30日生)

1996年 ４月 株式会社富士銀行（現株式会社みずほ銀行）入
行

1,200 株

2003年 ５月 当社入社
2004年 １月 経営企画グループ部長
2005年 ３月 取締役就任
2005年10月 経営企画グループ部長兼住宅機器統括本部長兼

営業所グループ部長
2008年11月 経営企画部長兼住宅機器統括本部長兼営業所グ

ループ部長兼産業機械統括本部担当兼資材部担
当

2010年 ４月 経営企画部長兼産業機械統括本部長
2017年 ３月 常務取締役就任（現）
2019年 ４月 企画管理本部長
2019年 ９月 企画管理本部長兼管理部長
2020年 ４月 企画管理本部長兼資材部長（現）

わ か

若
み や

宮
ち

千
あ き

秋
(1950年12月11日生)

1973年 ４月 当社入社

1,400 株

1997年 ４月 住宅機器統括本部広島営業所長
2005年 ４月 住宅機器統括本部次長兼営業所グループ部長
2006年12月 住宅機器統括本部次長兼住機営業部長
2008年 ５月 住宅機器統括本部吉田工場長
2010年 ４月 執行役員資材部長
2011年 ３月 取締役就任（現）

資材部長
2016年 ８月 住宅機器統括本部吉田工場担当
2020年 ４月 営業統括本部担当（現）

（重要な兼職の状況）
株式会社バスストップ　取締役

ま

間
し ば

柴
 

　
すすむ

進
(1965年３月22日生)

1988年 ４月 当社入社

－ 株

2011年10月 産業機械統括本部鋳造工場長
2015年 ４月 執行役員
2017年 ３月 取締役就任（現）
2017年 ４月 製造本部長兼生産技術部長
2017年10月 住宅機器吉田工場長
2018年 ９月 鋳造工場長
2019年 ４月 製造統括本部長兼本社工場長兼吉田工場長（現）
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氏 　 　 　 　 名
（ 生 年 月 日 ）

略 歴 、 当 社 に お け る 地 位 及 び 担 当
（ 重 要 な 兼 職 の 状 況 ）

所 有 す る 当 社
株 式 の 数

た

田
な か

中
しゅん

俊
じ

治
(1947年８月26日生)

1971年 ４月 東洋工業株式会社（現マツダ株式会社）入社

－ 株

1991年 ７月 同社　商品本部　センティアプロジェクト主査
（開発総責任者）

1993年 ９月 同社　デザイン本部　第１デザイン部長
1996年 ６月 同社　Mazda Motor Corporation Europe 

R&D Office Manager
2002年10月 川崎重工業株式会社入社
2003年４ 月 同社　汎用機カンパニー　商品開発室長兼デザ

イン部長兼基礎レイアウト部長
2005年 ４月 同社　Chief Creative Officer
2012年 ３月 三和工業株式会社入社
2019年 ３月 当社取締役就任（現）

（重要な兼職の状況）
三和工業株式会社　顧問

（注）１．各候補者と当社との間には、特別の利害関係はありません。
２．田中俊治氏は、社外取締役候補者であります。
３．田中俊治氏を社外取締役候補者とした理由は、自動車・バイクのデザインだけでなく、工

業製品デザインや建築デザインへの造詣も深く専門的な知見を有しており、また、上場企
業における業務執行者としての豊富な経験を有することから、客観的な視点による経営の
監視や経営全般に対する適切な助言をいただけるものと判断したためであります。
また、同氏の当社の社外取締役としての在任期間は、本総会終結の時をもって２年であり
ます。

４．当社は、会社法第430条の３第１項に規定する役員等賠償責任保険契約を保険会社との間
で締結しており、被保険者に対して損害賠償請求がなされたことにより、被保険者が被る
損害を当該保険契約により塡補することにしております。各候補者は当該保険契約の被保
険者であり、各候補者が再任された場合は、引き続き被保険者となります。また、当該保
険契約は、次回更新時には同内容での更新を予定しております。

５．当社は、田中俊治氏を東京証券取引所の定めに基づく独立役員として届け出ております。
同氏が再任された場合は、当社は引き続き同氏を独立役員とする予定であります。

－ 32 －
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第２号議案　監査役１名選任の件
　本総会終結の時をもって、監査役　加藤　寬氏は辞任されますので、監査役１名の選任をお願い
するものであります。
　なお、本議案に関しましては、監査役会の同意を得ております。
　監査役候補者は、次のとおりであります。
氏 名
（ 生 年 月 日 ）

略 歴 、 当 社 に お け る 地 位 及 び 担 当
（ 重 要 な 兼 職 の 状 況 ）

所 有 す る 当 社
株 式 の 数

わ た

渡
な べ

邉
な お

直
き

樹
(1974年12月４日生)

2001年10月 弁護士登録・広島弁護士会入会
－ 株加藤・久保法律事務所（現　上八丁堀法律事務

所）入所
（注）１．渡邉直樹氏は、新任の監査役候補者であります。

２．候補者と当社との間には、特別の利害関係はありません。
３．渡邉直樹氏は、社外監査役候補者であります。
４．社外監査役候補者とした理由及び社外監査役としての職務を適切に遂行できると判断した理由は、以

下のとおりであります。
渡邉直樹氏につきましては、弁護士としての企業法務等に関する豊富な専門的知見を有しており、当
社における監査に活かしていただけるものと判断しております。
なお、同氏は、過去に会社の経営に関与された経験はありませんが、上記の理由により、社外監査役
として、その職務を適切に遂行できるものと判断しております。

５．当社は、会社法第430条の３第１項に規定する役員等賠償責任保険契約を保険会社との間で締結して
おり、被保険者に対して損害賠償請求がなされたことにより、被保険者が被る損害を当該保険契約に
より塡補することにしております。候補者が監査役に選任され就任した場合には、当該保険契約の被
保険者に含められることとなります。また、当該保険契約は、次回更新時には同内容での更新を予定
しております。

６．渡邉直樹氏が監査役に選任され就任した場合には、同氏は、東京証券取引所の定めに基づく独立役員
となる予定であります。

－ 33 －
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第３号議案　退任監査役に対し退職慰労金贈呈の件
　本総会終結の時をもって、監査役を辞任されます加藤　寬氏に対し、在任中の功労に報いるため、
当社の定める一定の基準に従い、相当額の範囲内において退職慰労金を贈呈することといたしたく
存じます。
　なお、その具体的な金額、贈呈の時期、方法等は、監査役の協議にご一任願いたいと存じます。
　退任監査役の略歴は、次のとおりであります。

氏 名 略 歴
か
加

とう
藤

 
　

ひろし
寬

2004年 ３月 当社社外監査役就任
現在に至る

以　上
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・バス　広島駅又は広島バスセンターから「大林・吉田」行及び

「勝木・飯室」行に乗車、可部駅前下車（当社前）
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